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基礎資料編

－ 1－

JAつくば市　REPORT



　皆様方には、平素よりＪＡつくば市をご利用頂き厚く御礼申し上げます。本年も当ＪＡ

の経営方針、業務内容、業績など、できるだけ多くの経営情報をご紹介するため、ディス

クロジャー誌「2020 ＪＡつくば市の現況」を作成させていただきました。是非、ご一読い

ただき、当ＪＡに対するご理解を深めていただければ幸いと存じます。

　昨年を振り返りますと日本全土において 1 月から 6 月頃までに各地で地震が発生、8 月

末の九州豪雨、9月・10 月には台風 15 号及び 19 号に見舞われ大きな被害が発生しました。

県内でも地域によっては河川の氾濫や堤防の決壊により家屋・農作物等の被害がありまし

た。また平成の天皇が 4月 30 日に退位され、皇太子殿下が 5月 1日に第 126 代天皇に即位

され、年号も「平成」から「令和」に改元されました。

　このような中、ＪＡつくば市管内の水稲につきましては、作況指数は茨城南部 95 のやや

不良で作柄も全体に粒が小さく、乳白や虫害により品質が悪い状況でありました。収量に

おいては、主食用米は平年並み、晩生品種（業務用米・飼料用米）においては、倒伏や青

立ちにより平年に比べ平均すると 1 割以上減収となりました。主な要因としては 6 ～ 7 月

の低温寡照や風害があげられ、県内でも主食用米が反当たり 7 俵～ 9 俵と格差が生じまし

た。当ＪＡの県銘柄産地指定のネギにおいても倒伏などの被害がありました。大豆におい

ても水没の影響で平年の半分以下の収量となり、農業所得増大に大きな影響を受けた年に

なりました。今後も気象環境が著しく変化することも予想され、水稲や野菜等に大きな影

響を及ぼすことも考えられます。自然を相手とする農業にとっては環境に順応した対応策

が求められます。

　ＪＡつくば市は令和 2年度 3か年計画第 2年次では、さらなる自己改革へ挑戦をし、「農

業者の所得増大と心豊かな地域のくらし」を実現するための安定的な経営基盤を確保する

ために事業改革を継続してまいります。

　最優先事項である「農業者の所得増大」においては、継続して各営農経済センターに営

農相談員（ＴＡＣ）を配置し，出向く体制の拡充と営農指導の強化を図ります。今年度よ

り一部機構の変更をし、直販課において販売事業を一元化し同時に実需者ニーズに応える

米作りを推進するために業務用米や輸出用米の作付を進めてまいります。今後も各部門間

の連携により，農業所得の増大に努めてまいります。

　支店についてはＪＡバンク営業店事務改革の取組を見据え、統括支店制度を導入し渉外

担当者の活動エリアの平準化を図ります。また営業店システム（令和 5 年稼働予定）によ

り職員の事務を軽減し組合員・利用者への相談やＪＡ商品の提案など提供できるようにな

ります。

代表理事組合長　　岡本　秀男
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　次に「地域とくらしを豊かにする協同組合運動の実践」においては引き続き、地域の子

どもたちに食の大切さを伝えるための「農業体験」や「出張授業」「地域の見守り活動」を

展開してまいります。そして昨年度よりＪＡ広報誌のほか「支店だより」を全支店で発行

し、支店から身近な情報を発信しています。支店を起点とした協同組合活動を強化し、組

合員や地域の皆様により一層利用していただけるＪＡづくりを目指してまいります。そし

て三つ目の柱である「ＪＡ自己改革を実現するための組織・事業基盤の拡充強化」ではＪ

Ａの存在価値を高める人財育成に力を入れ、学習会や研修会による役職員のレベルアップ

を図ってまいります。また「地区運営委員会」を開催し地域の実態に応じた組合員や利用

者との交流などＪＡ活動への理解を深め、事業に反映させてまいります。

　さて昨年 12 月、当ＪＡの子会社である「有限会社ファーマーズつくば」に関する新聞報

道がありました。一部認識できない部分がありますが、現在は事務局で調査した内容を弁

護士等で組織した第三者による検証委員会で審査した結果を総務企画委員会並びに理事会

に ｢ 平成 30 年 12 月に当組合が不詳事件として届け出た案件に関する事実関係，発生原因

とその背景，責任の所在に係る報告書 ｣ を答申，これに基づき子会社並びにＪＡは再発防

止策を策定、理事会の承認を得て県に報告、防止策の実施状況を四半期ごとに県に報告し

ています。検証委員会が平成 31 年 1 月 29 日理事会に報告した一部の関係者しか持ち得な

い（理事会では報告資料は回収済）資料すべてが記者に流出した結果の報道であります。

　この件については、昨年度の総代会並びに広報誌にて概要を報告したところです。また

本年 2 月にも同新聞による賃金未払いの報道がなされました。前段案件と同様、内部より

の情報流出であり、情報管理に問題があるのではとの指摘を受けたところです。この件は

労使間での時間外労働の認識不足により発生したもので、土浦労働基準監督署より指摘・

改善の指導を受け、再発防止の改善措置を講じ、指摘された未払い賃金すべて支払をしま

した。今後は管理システムを導入し対応することとし、改正労働法については労使委員会

での話し合い並びに全職員・管理者による研修を行い、労務管理を徹底いたしました。

　令和元年度（平成 31 年度）決算については、職員の退職による事業の停滞が懸念されま

したが、全職員の努力により計画に対し事業総利益は 101.7％となり、事業管理費の減少

により事業利益の増加が図られました。

　今後もＪＡつくば市は、組合員と地域の皆様の負託に応えると同時に健全経営に努力し

てまいりますのでご支援とご協力をお願い申し上げ、ご挨拶といたします。

 令和 2年 5月

 つくば市農業協同組合

 代表理事組合長　岡本　秀男
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◇経営環境と令和元年度の業況・事業実績・損益状況の概要◇経営環境と令和元年度の業況・事業実績・損益状況の概要

　令和元年度の経済情勢は、海外経済の減速等を背景に外需が弱いものの雇用・所得環境

の改善等により、内需を中心に緩やかに回復しています。個人消費は消費増税直後に駆け

込み需要の反動減に加え、台風による店舗の臨時休業や工場の操業停止による供給不足な

どの下押し要因が重なったことで大幅に減少しましたが、その後やや持ち直しの動きです。

一方で、長期金利は再び小幅にマイナス圏になっており、超低金利の長期化により利鞘が

縮小し金融機関としての収益悪化は経営に大きな影響を与えています。

　また農業情勢は、国内の米消費量が減少する中、生産者が米価安定に向けて需要に応じ

た生産販売を行ったことで、米価は維持されました。国際貿易においては、環太平洋連携

協定（ＴＰＰ 11）、日欧経済連携協定（ＥＰＡ）の発効、更には日米貿易協定も発効となり、

国内生産が縮小を迫られる恐れがあります。将来の担い手確保のために生産基盤拡大や農

業者の所得増大に向けた取り組みが求められます。

　令和元年度事業計画は平成 30年 10 月に開催した第 28回茨城県ＪＡ大会において決議し

た 3カ年の目標（第 1年次）として、基本目標１：「農業者の所得増大」、基本目標２：「地

域とくらしを豊かにするための協同組合運動の実践」、基本目標３：「ＪＡ自己改革を実現

するための組織・事業基盤の拡充強化」の実践を通じて、組合員・地域の皆様のニーズを

反映した事業運営と地域から信頼される経営・組織づくりをめざして活動を進めてまいり

ました。

　「農業者の所得増大」では、主食用米は引き続き消費者・実需者ニーズに対応した独自の

販路拡大を展開しておりますが、実需者ニーズに基づく収量の多い業務用多収米品種を３

品種導入し、また助成措置が大きい飼料用米の作付も取り組み、年々面積を拡大していま

す。また基幹作物のネギについては、生産拡大を進め数量確保による有利販売を行ってい

ます。生産トータルコスト低減の取り組みとして、普及センター・全農と連携しながら土

壌診断を実施しました。

　「地域とくらしを豊かにするための協同組合運動の実践」では、働く場所を基点とした協

同活動として、店舗美粧化活動、地域クリーン活動、季節のイベントなど地域の拠りどこ

ろとして組合員・地域の皆様に愛されるＪＡを目指し、活動を続けてまいりました。支店

では「支店だより」を発行し、支店から身近な情報を発信し、支店を起点とした協同組合

活動を強化しています。

　「ＪＡ自己改革を実現するための組織・事業基盤の拡充強化」では、平成 30 年度に実施

した事業改革プロジェクトの提言に基づき、事業改革を進めてきました。また地区別運営

委員会を立ち上げ、各地区の意見や要望を集約する体制を構築しました。また、女性部と

常勤役員の意見交換会を開催しました。

　主な事業活動と成果の詳細については以下のとおりです。

　販売事業において主要品目の状況については、米は買取方式により昨年度より 300円アッ

プの 14,300 円 /1 俵（ＪＡ米・コシヒカリ 1 等）で買入を進めました。大型台風の襲来

や天候不順により例年に比べ収量が減少となりましたが、主食用米の集荷実績は 108,441

袋（前年対比 101.7%）、非主食用米は 76,271 袋（前年対比 100.6％）と全体で 184,712 袋

（前年対比 101.0％）となりました。一方、青果物の受託販売高は 503,155 千円（前年対比

96.2％）で前年より減少する中、主要作物であるネギは 228 千 C/S（前年対比 107.1%）と

出荷は増えましたが、単価が上がらず販売高は305,800千円（前年対比95.0%）となりました。
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芝の販売実績は公共土木工事需要の減少により 74 万束（前年対比 93.7%）、188,828 千円（前

年対比 90.8%）となりました。

　購買事業については、生産資材取扱高は肥料・農薬が人員不足や配送業者の不足により

配送が遅れ、年度内供給でなく次年度に繰り越された等の影響や、また種苗類では大口取

引先の撤退により 867,025 千円（前年対比 93.0%）と落ち込みましたが、生活物資取扱高は、

生活推進室を中心に新商品の取り扱いをし 302,733 千円（前年対比 100.8%）の実績となり

ました。

　信用事業については、ローンセンターを中心に専門知識を持った職員を配置し、休日も

対応できる体制により組合員・利用者のニーズに合わせた商品の提案を行い、貸出金残高

を 15,184 百万円（前年対比 117.4％）に伸ばすことが出来ました。またＭＡ（信用渉外担

当者）を中心に年金獲得に向けた取り組みに重点を置き、貯金残高は 67,661 百万円（前年

対比 102.0%）の実績となりました。

　共済事業については、ＬＡ（共済渉外担当者）を中心に各支店の地域特性に応じた取り

組みを実施し、推進活動の量・質の向上を進め、推進総合実績 6,298 千ポイント（目標対

比 95.4％）の実績となりました。全共連からの各種奨励金は増加したものの共済保有高の

減少や自動車事故処理業務の全共連移管で前年度より共済付加収入が減収となりました。

　令和元年度の決算状況は事業総利益が 1,263,605 千円 ( 前年対比 100.2％ ) に対し、事

業管理費が 1,167,826 千円 ( 前年対比 95.5％ ) と昨年を大きく下回ったため事業利益は

95,778 千円となりました。。事業外費用で子会社である ( 有 ) ファーマーズつくばに対す

る業務支援料 23,000 千円、特別損失で固定資産減損損失 22,305 千円を計上しましたが当

期剰余金は 51,941 千円を計上することが出来ました。

◇決算概況をふまえ対処すべき組合の課題◇決算概況をふまえ対処すべき組合の課題

　総合事業による運営を継続し、地域農業ニーズに即した営農・生活資金対応、営農経済

施設への投資による生産拡大対応、ならびに地域の組合員のくらしを総合的に支えていく

役割を発揮しなければなりません。当ＪＡは信用事業運営体制のあり方について、信用事

業を自ら行い総合事業による運営を継続してまいります。

　経営管理（ガバナンス）態勢については、子会社である（有）ファーマーズつくばにお

いて、外国人技能実習生の３６協定を超える長時間労働や技能実習法に抵触する法令等違

反が発生したことにより、再発防止策を策定実行し、茨城県に四半期ごとに状況報告を実

施してまいりました。また、フレックスタイム制で勤務する渉外職員などの時間外労働に

対する賃金不払い、および一般職員の振替休日未消化分の賃金不払いについて、土浦労働

基準監督署より是正勧告の行政指導を受けました。これはフレックスタイム制度および振

替休日制度に対する認識が不足していたことが原因であり、指摘を受け未払い分の支払い

を行いました。現在は、新しい働き方関連法が適用されたこともあり、適法に労務管理を

進めております。改めて法令遵守・利用者保護及びリスク管理を経営上の重要な課題とし

て取り組み、より倫理観の高い職場風土の構築を目指し、不祥事未然防止策とコンプライ

アンス・プログラム（年次行動計画）に基づく透明性の高い健全経営に努めてまいります。

内部管理体制の構築を実施し、事務堅確性向上運動・不祥事を起こさない取り組みを行い、

役職員が一体となってコンプライアンス態勢の強化を図ってまいります。
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業績の概要 （令和元年度）業績の概要 （令和元年度）
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農業振興活動農業振興活動

　令和元年６月２９日、楽農園夏祭りイベント

を開催し農園利用者、近隣住人親子など３２名

が参加しました。

　用意していたコンテナから溢れるほどの量の

ジャガイモを収穫することができました。

　６月は毎年恒例の農産物直売所のセールが開

かれました。

　桜農産物直売所では『２６周年記念セール』、

つくば農産物直売所では『新じゃが、新たまね

ぎフェア』、四季の郷では『１１周年記念セール』

が開かれました。
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地域貢献活動地域貢献活動
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　令和元年9月19日、管内の幼稚園の園児
18人と稲刈り体験を行いました。
園児たちは、沢辺照明さんの協力の下5月
に田植え体験を行った場所で、自分たち
の植えた稲を刈り取りしました。
沢辺さんにハサミの使い方を教わり、最
初は恐る恐る稲を刈っていましたが、
徐々に使い方にも慣れ、友達と稲刈りを
楽しんでいました。
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リスク管理の状況リスク管理の状況



③　流動性リスク管理③　流動性リスク管理

　流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確保が
困難になる、又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被
るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等により市場において取引ができないため、通常よ
りも著しく不利な価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク（市場流動性リス
ク）のことです。
　当ＪＡでは、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定
的な流動性の確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での
重要な要素と位置づけ、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運用方針などの
策定の際に検討を行っています。

④　オペレーショナル・リスク管理④　オペレーショナル・リスク管理

　オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくは、システムが不適切であ
ること又は外生的な事象による損失を被るリスクのことです。
　当ＪＡでは、収益発生を意図し能動的な要因により発生する信用リスクや市場リスク及び流動
性リスク以外のリスクで、受動的に発生する事務、システム、法務などについて事務処理や業務
運営の過程において、損失を被るリスクと定義しています。事務リスク、システムリスクなどに
ついて、事務手続にかかる各種規程を理事会で定め、その有効性について内部監査や監事監査の
対象とするとともに、事故・事務ミスが発生した場合は速やかに状況を把握して理事会に報告す
る体制を整備して、リスク発生後の対応及び改善が迅速・正確に反映ができるよう努めています。

⑤　事務リスク管理⑤　事務リスク管理

　事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより金融
機関が損失を被るリスクのことです。
　当ＪＡでは、業務の多様化や事務量の増加に対応して、正確な事務処理を行うため事務マニュ
アルを整備するとともに、自主検査・自店検査を実施し、事務リスクの削減に努めています。また、
事故・事務ミスが発生した場合には、発生状況を把握し改善を図るとともに、内部監査により重
点的なチェックを行い、再発防止策を実施しています。

⑥　システムリスク管理⑥　システムリスク管理

　システムリスクとは、コンピュータシステムのダウン又は誤作動等、システムの不備に伴い金
融機関が損失を被るリスク、さらにコンピュータが不正に使用されることにより金融機関が損失
を被るリスクのことです。
　当ＪＡでは、コンピュータシステムの安定稼働のため、安全かつ円滑な運用に努めるとともに、
システムの万一の災害・障害等に備え、「JA 事業継続計画（BCP)」を策定しています。

〔リスク管理体制図〕〔リスク管理体制図〕
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◇金融ＡＤＲ体制への対応◇金融ＡＤＲ体制への対応

①苦情処理措置の内容①苦情処理措置の内容

　当ＪＡでは、苦情処理措置として、業務運営体制・内部規則等を整備のうえ、その内容をホー

ムページ・チラシ等で公表するとともに、ＪＡバンク相談所やＪＡ共済連とも連携し、迅速

かつ適切な対応に努め、苦情等の解決を図ります。

当ＪＡの苦情等受付窓口

　電　　話：０２９－８５７－３１１２　本　　　店　金融部（信用事業）

　　　　　　０２９－８５７－３１１３　本　　　店　共済部（共済事業）

　　　　　　０２９－８５７－３１１１　本　　　店　総務企画部（総務事業、その他）

　　　　　　０２９－８５７－３１１４　本　　　店　営農部（営農事業）

　　　　　　０２９－８５７－３１１６　本　　　店　経済部（経済事業）

　　　　　　０２９－８５７－３１１０　桜　　支店

　　　　　　０２９－８７６－００５２　茎崎　支店

　　　　　　０２９－８６９－０３０３　筑波西支店

　　　　　　０２９－８６７－０６１２　筑波東支店

　　　　　　０２９－８６４－１１５１　大穂　支店

　　　　　　０２９－８４７－３１２１　豊里　支店

　　　　　　０２９－８５７－３１１５　南部営農経済センター

　　　　　　０２９－８６７－０３４５　北部営農経済センター

　　　　　　０２９－８４７－３１２２　西部営農経済センター

　受付時間：午前８時３０分～午後５時（金融機関の休業日を除く）

②紛争解決措置の内容②紛争解決措置の内容

　当ＪＡでは、紛争解決措置として、次の外部機関を利用しています。

・信用事業

　　東京弁護士会紛争解決センター

　　　電　　話：０３-３５８１-００３１

　　　受付時間：午前９時３０分～午後３時（正午～午後１時を除く）

　　　　　　　　　　　月曜日～金曜日（祝日・年末年始を除く）

　　第一東京弁護士会仲裁センター

　　　電　　話：０３-３５９５-８５８８

　　　受付時間：午前１０時～午後４時（正午～午後１時を除く）

　　　　　　　　　　　月曜日～金曜日（祝祭日・年末年始を除く）

　　第二東京弁護士会仲裁センター

　　　電　　話：０３-３５８１-２２４９

　　　受付時間：午前９時３０分～午後５時（正午～午後１時を除く）

　　　　　　　　　　　月曜日～金曜日（祝祭日・年末年始を除く）

　　①の窓口またはＪＡバンク相談所にお申し出ください。

　　　電　　話：０３-６８３７-１３５９

　　　受付時間：午前９時～午後５時（金融機関の休業日を除く）

　　なお，上記弁護士会には、直接紛争解決をお申し立ていただくことも可能です。
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　 　また、東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会（以下「東京三弁護士会」という）

の仲裁センター等では、東京以外の地域の方々からの申立について、当事者の希望を聞い

たうえで、アクセスに便利な地域で手続きを進める方法があります。

　　　①現地調停： 東京の弁護士会のあっせん人と東京以外の弁護士会のあっせん人が、弁

護士会所在地と東京を結ぶテレビ会議システム等により、共同して解決

に当ります。

　　　②移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管します。

　　　　　　　　　 ※現地調停、移管調停は全国の全ての弁護士会で行える訳ではありませ

ん。

　　　　　　　　　 具体的内容は JA バンク相談所または東京三弁護士会仲裁センター等にお

問合せください。

・共済事業

　　（一社）日本共済協会　共済相談所　　（電話：０３－５３６８－５７５７）

　　　　 　https://www.jcia.or.jp/advisory/

　　（一財）自賠責保険 ･共済紛争処理機構

　　　　 　http://www.jibai-adr.or.jp/

　　（公財）日弁連交通事故相談センター

　　　　 　http://www.n-tacc.or.jp/

　　（公財）交通事故紛争処理センター

　　　　 　http://www.jcstad.or.jp/

　　日本弁護士連合会　弁護士保険ＡＤＲ

　　（https://www.nichibenren.or.jp/activity/resolution/adr.html）

　各機関の連絡先（住所・電話番号）につきましては、上記ホームページをご覧いただくか

①の窓口にお問い合わせ下さい。

◇内部監査体制◇内部監査体制

　当ＪＡでは、内部監査部門を被監査部門から独立して設置し、経営全般にわたる管理及び

各部門の業務の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検証・評価し、改善

事項の勧告などを通じて業務運営の適切性の維持・改善に努めています。

　また、内部監査は、ＪＡの本店・支店のすべてを対象とし、中期及び年度の内部監査計画

に基づき実施しています。監査結果は代表理事組合長及び監事に報告したのち被監査部門に

通知され、定期的に被監査部門の改善取り組み状況をフォローアップしています。また、監

査結果の概要を定期的に理事会に報告することとしていますが、特に重要な事項については、

直ちに理事会、代表理事組合長、監事に報告し、速やかに適切な措置を講じています。
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自己資本の状況自己資本の状況
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系統セーフティーネット （貯金者保護の取り組み）系統セーフティーネット （貯金者保護の取り組み）
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事業のご案内 （信用事業）事業のご案内 （信用事業）
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信用事業手数料一覧信用事業手数料一覧
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事業のご案内 （共済事業）事業のご案内 （共済事業）
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◯生産資材

　１． 各営農経済センターを中心に営農相談員と営農企画課及び関係機関の協力を得ながら、生

産資材商品の予約積み上げを図っています。

　２． 「ＪＡ資材店舗活性化対策要領」に基づき、各グリーンショップにおいて、時季に合わせた

商品の陳列を行い店舗の活性化を図っています。

　３． 取引業者の見直しや拡大することによりコスト削減を進め、少しでも安価仕入れし組合員

に還元する体制を構築しています。

　４． 営農相談員による、部会・大口農家・大規模農家・担い手農家の営農形態ニーズに合った

対応を行っています。

◯生活購買

　１． 組合員及び地域住民に喜ばれる集客型イベントを企画し開催しています。

　２． 組合員とその家族の食生活改善と健康を守る、安全で安心な食材・生活物資をお届けして

います。

　３． 各支店において、気軽にお耳のご相談をして頂けるよう【きこえの相談会】を順次開催し

ていきます。

◯農業機械

　 　農業を取り巻く状況は益々厳しく、農地の集約とともに機械の大型化・自動化が進み、価格

的にも大変高額になっております。大型機械の修理や大規模農家の要望に対応するためにも農

機センターを一元化し、今まで以上に出向く体制で組合員に満足して頂ける農機センターを目

指します。

　 　スプリングフェア・ダイナミックフェア・統一展示会を確実に成功させることにより年間計

画の達成を図っています。

◯車両

　 　営農用軽トラックを中心に推進活動を行い、自賠責や自動車共済への加入促進を図り、組合

員に信頼される車両センターを目指します。

◯燃料

　 　依然として原油価格が不安定ではありますが、迅速な対応と適正価格を心がけてまいります。

家庭用燃料（灯油）につきましては引き続き JA ホームタンクの普及活動を行い、効率的な配送

を目指します。営農用燃料（軽油・A重油）についても迅速かつ特別価格にて営農を応援してい

ます。

◯ＬＰガス

　 　ガスの自由化に伴う顧客の流失対策や利用者向けに安全・安心の周知徹底を図り、行政や関

係機関との連携により安心と信頼され満足頂ける活動を展開しています。
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事業のご案内 （購買事業）事業のご案内 （購買事業）
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事業のご案内 （保管事業）事業のご案内 （保管事業）

事業のご案内 （資産管理事業）事業のご案内 （資産管理事業）

事業のご案内 （販売事業）事業のご案内 （販売事業）
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事業のご案内 （利用 ・ その他事業）事業のご案内 （利用 ・ その他事業）

。
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事業のご案内 （指導事業）事業のご案内 （指導事業）

協同会社協同会社
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ＪＡの概況 ・組織ＪＡの概況 ・組織

沿革 （あゆみ）沿革 （あゆみ）



セ レ モ ニ ー セ ン タ ー
ガ ス セ ン タ ー

農 機 セ ン タ ー
車 両 セ ン タ ー

桜 ラ イ ス セ ン タ ー
桜 育 苗 セ ン タ ー
桜 グ リ ー ン シ ョ ッ プ

南部営農経済センター
茎 崎 支 店

桜 支 店
総 括 支 店

北部営農経済センター
筑 波 西 支 店

筑 波 東 支 店
総 括 支 店

西部営農経済センター

地 区 別 事 業 会 議

大 穂 支 店

豊 里 支 店
総 括 支 店

経 済 部

金 融 部

総 務 企 画 部
監 　 査 　 室

農 機 車 両 課

経 済 推 進 室

資 産 運 用 推 進 室

普 及 保 全 課

金 　 融 　 課

総 務 企 画 課
リ ス ク 管 理 課
農 住 課

茎崎グリーンショップ

筑波カントリーエレベーター
筑 波 育 苗 セ ン タ ー
筑波グリーンショップ

豊 里 ラ イ ス セ ン タ ー
豊 里 種 子 セ ン タ ー
大 穂 育 苗 セ ン タ ー
豊里・大穂グリーンショップ

ロ ー ン セ ン タ ー

共 済 部

渉 外 課
業 務 課

渉 外 課
業 務 課

渉 外 課
業 務 課

楽 農 園営 農 企 画 課

桜 農 産 物 直 売 所
筑 波 農 産 物 直 売 所
農産物直売所　四季の郷
農 産 物 集 出 荷 所
低 温 倉 庫

直 販 課

営 農 部
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機構図機構図



令和 2 年 5 月 29 日現在

役　職　名 氏　　　名 摘　　　　　　要

代表理事組合長 岡 本　 秀 男

代 表 理 事 専 務 関　 喜 幸

理 事（ 常 勤 ） 菊 地　 冨 雄 学識経験者

理 事（ 常 勤 ） 小 神 野　 勉 学識経験者

理事（非常勤） 久 保 田　 均 金融共済委員

理事（非常勤） 中 島　 昭 夫 営農経済委員

理事（非常勤） 飯 村　 盛 雄 営農経済委員

理事（非常勤） 櫻 井　 守 営農経済委員

理事（非常勤） 生田目　茂夫 金融共済委員

理事（非常勤） 染 谷　 文 夫 営農経済委員

理事（非常勤） 田 村　 幸 子 総務企画委員

理事（非常勤） 對 﨑　 恒 雄 金融共済委員

理事（非常勤） 中 泉　 久 男 営農経済委員

理事（非常勤） 杉 山　 高 良 金融共済委員

理事（非常勤） 草 間　 宏 総務企画委員

理事（非常勤） 遠 藤　 道 夫 営農経済委員

理事（非常勤） 関　 ユ ミ 子 金融共済委員

理事（非常勤） 坪 井　 寿 営農経済委員

理事（非常勤） 中 山　 准 一 営農経済委員

理事（非常勤） 岡 田　 実 金融共済委員

理事（非常勤） 市 村　 元 則 総務企画委員

理事（非常勤） 大 野　 博 司 金融共済委員

理事（非常勤） 大 熊　 貞 夫 総務企画委員

理事（非常勤） 木 本　 隆 二 総務企画委員

理事（非常勤） 大 山　 和 一 総務企画委員

理事（非常勤） 蛯 原　 渉 総務企画委員

理事（非常勤） 武 井　 正 厚 金融共済委員

理事（非常勤） 大 里　 一 彦 総務企画委員

理事（非常勤） 浅 水　 利 一 総務企画委員

理事（非常勤） 小神野　好一 営農経済委員

理事（非常勤） 沖 山　 訓 彦 金融共済委員

常 勤 監 事 豊 田　 郁 夫
員外監事　実務精通者
㈲ファーマーズつくば監査役

監事（非常勤） 比 毛　 和 美

監事（非常勤） 栗 原　 茂

監事（非常勤） 久 松　 俊 夫

監事（非常勤） 池 島　 裕

監事（非常勤） 中 嶋　 美 雄
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役員構成役員構成
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組合員数組合員数

組合員組織の状況組合員組織の状況



ネギ集出荷所ネギ集出荷所
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地区一覧地区一覧
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店舗等のご案内店舗等のご案内

特定信用事業代理業者の状況特定信用事業代理業者の状況

会計監査人の状況会計監査人の状況



（１）対象役員

　開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象役員」は、理事及び監事をいいます。

（２）役員報酬等の種類、支払総額及び支払方法について

　役員に対する報酬等の種類は、基本報酬と退職慰労金の２種類で、令和元年度における対

象役員に対する報酬等の支払総額は、次のとおりです。

　なお、基本報酬は毎月所定日に指定口座への振り込みの方法による現金支給のみであり、

退職慰労金は、その支給に関する総代会決議後、所定の手続きを経て、基本報酬に準じた方

法で支払っています。

 （単位：千円）

支給総額（注2）

基本報酬 退職慰労金

対象役員(注1)に対する報酬等 38,007

対象役員 (注 1) に対する報酬等

（注１）対象役員は、理事 29 名、監事 6名です。（期中に退任した者を含む。）

（注２） 退職慰労金については、本年度に実際に支給した額ではなく、当期の費用として認識

される部分の金額（引当金への繰入額と支給額のうち当期の負担に属する金額）によっ

ています。

（３）対象役員の報酬等の決定等について

　　①役員報酬（基本報酬）

　　 　役員報酬は、理事及び監事の別に各役員に支給する報酬総額の最高限度額を総代会に

おいて決定し、その範囲内において、理事各人別の報酬額については理事会において決

定し、監事各人別の報酬額については監事の協議によって定めています。

　　　なお、業績連動型の報酬体系とはなっておりません。

　　 　この場合の役員各人別の報酬額の決定にあたっては、各人の役職・責務や在任年数等

を勘案して決定しています。

　　②役員退職慰労金

　　 　役員退職慰労金については、役員報酬に役員在職年数に応じた係数を乗じて得た額を

算定し、総代会で理事及び監事の別に各役員に支給する退職慰労金の総額の承認を受け

た後、役員退職慰労金規程に基づき、理事については理事会、監事については監事の協

議によって各人別の支給額と支給時期・方法を決定し、その決定に基づき支給しています。

　　 　なお、この役員退職慰労金の支給に備えて公正妥当なる会計慣行に即して引当金を計

上しています。
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役員等の報酬体系役員等の報酬体系

役員役員
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職員等職員等

その他その他



経営資料編
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決算の状況決算の状況

貸借対照表貸借対照表
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損益計算書損益計算書

額
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４
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剰余金処分計算書剰余金処分計算書
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部門別損益計算書部門別損益計算書
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部門別損益計算書部門別損益計算書

-

-

-

-

-



確認書

１． 私は、当ＪＡの平成 31 年 2 月 1 日から令和 2 年 1 月 31 日までの事業年度にか

かるディスクロージャー誌に記載した内容のうち、財務諸表作成に関するすべ

ての重要な点において、農業協同組合法施行規則に準拠して適正に表示されて

いることを確認いたしました。

２． この確認を行うにあたり、財務諸表が適正に作成される以下の体制が整備され、

有効に機能していることを確認しております。

　(1)　 業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制が

整備されております。

　(2)　 業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切性・有効

性を検証しており、重要な事項については理事会等に適切に報告されてお

ります。

　(3)　 重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議・報告されております。

 令和 2年 5月 29 日

 つくば市農業協同組合

 代表理事組合長　岡本　秀男
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財務諸表等の正確性等にかかる確認財務諸表等の正確性等にかかる確認
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損益の状況損益の状況

１． 最近５事業年度の主要な経営指標１． 最近５事業年度の主要な経営指標

２． 利益総括表２． 利益総括表

３． 資金運用収支の内訳３． 資金運用収支の内訳
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経営諸指標経営諸指標

４． 受取 ・支払利息の増減額４． 受取 ・支払利息の増減額

１． 利益率１． 利益率

２． 貯貸率 ・貯証率２． 貯貸率 ・貯証率

３． 職員一人当たり及び一店舗当たりの指標３． 職員一人当たり及び一店舗当たりの指標
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貸倒引当金の期末残高及び貸出金償却の額貸倒引当金の期末残高及び貸出金償却の額

信用事業 （貯金に関する指標）信用事業 （貯金に関する指標）

貸倒引当金の期末残高及び期中増減額貸倒引当金の期末残高及び期中増減額

貸出金償却の額貸出金償却の額

科目別貯金平均残高科目別貯金平均残高

定期貯金残高定期貯金残高
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信用事業 （貸出金等に関する指標）信用事業 （貸出金等に関する指標）

科目別貸出金平均残高科目別貸出金平均残高

貸出金の金利条件別残高内訳貸出金の金利条件別残高内訳

貸出金の担保別内訳残高貸出金の担保別内訳残高

債務保証見返額の担保別内訳残高債務保証見返額の担保別内訳残高
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貸出金の使途別内訳残高貸出金の使途別内訳残高

貸出金の業種別残高貸出金の業種別残高

主要な農業関係の貸出金残高主要な農業関係の貸出金残高
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リスク管理債権の状況リスク管理債権の状況



－ 82 －

JAつくば市　REPORT

金融再生法開示債権区分に基づく保全状況金融再生法開示債権区分に基づく保全状況

元本補てん契約のある信託に係る貸出金のリスク管理債権の状況元本補てん契約のある信託に係る貸出金のリスク管理債権の状況
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信用事業 （内国為替取扱実績）信用事業 （内国為替取扱実績）
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種類別有価証券平均残高種類別有価証券平均残高

商品有価証券種類別平均残商品有価証券種類別平均残

有価証券残存期間別残高有価証券残存期間別残高

信用事業 （有価証券に関する指標）信用事業 （有価証券に関する指標）

2,278 484
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信用事業 （有価証券等の時価情報等）信用事業 （有価証券等の時価情報等）

有価証券の時価情報有価証券の時価情報

金銭の信託の時価情報金銭の信託の時価情報

デリバティブ取引 ・金融等デリバティブ取引 ・有価証券関連店頭デリバティブ取引デリバティブ取引 ・金融等デリバティブ取引 ・有価証券関連店頭デリバティブ取引
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共済事業共済事業

長期共済新契約高 ・長期共済保有高長期共済新契約高 ・長期共済保有高

医療系共済の入院共済金額保有高医療系共済の入院共済金額保有高

介護共済の介護共済金額、 生活障害共済の生活障害金額および生活障害年金年額保有高介護共済の介護共済金額、 生活障害共済の生活障害金額および生活障害年金年額保有高

年金共済の年金保有高年金共済の年金保有高

（注）１． 金額は、保障金額（がん共済はがん死亡共済金額、医療共済及び定期医療共済は死亡給付金額（付加さ
れた定期特約金額等を含む）、介護共済は一時払契約の死亡給付金額、年金共済は付加された定期特約
金額）を表示しています。

　 　２． 生命総合共済は、生命総合共済開始以前に契約された養老生命、終身、年金の各共済契約について合算
して計上しています。
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短期共済新契約高短期共済新契約高
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購買事業購買事業

販売事業販売事業

受託販売品取扱実績受託販売品取扱実績

買取購買品取扱実績買取購買品取扱実績
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買取販売品取扱実績買取販売品取扱実績

保管事業取扱実績保管事業取扱実績

宅地等供給事業取扱実績宅地等供給事業取扱実績
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利用事業取扱実績利用事業取扱実績

その他の事業取扱実績その他の事業取扱実績
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指導事業取扱実績指導事業取扱実績

【参考】 直売事業 （直売所 ・ インショップ） 取扱実績【参考】 直売事業 （直売所 ・ インショップ） 取扱実績



自己資本の充実
の状況編

－ 93 －

JAつくば市　REPORT



 （単位：千円）

項　　　　　　目 当期末 前期末 経過措置によ
る不算入額

コア資本にかかる基礎項目

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本の額 2,885,478 2,815,803

うち、出資金及び資本準備金の額 1,551,405 1,527,662

うち、再評価積立金の額 -

うち、利益剰余金の額 1,363,543 1,312,338

うち、外部流出予定額（△） 15,213 15,033

うち、上記以外に該当するものの額 14,258 9,164

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 13,489 8,799

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 13,489 8,799

うち、適格引当金コア資本算入額 -

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目
の額に含まれる額

-

うち、回転出資金の額 -

うち、上記以外に該当するものの額 -

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行され
た資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額
に含まれる額

-

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パー
セントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額
に含まれる額

156,722 193,406

コア資本にかかる基礎項目の額（イ） 3,055,690 3,018,010

コア資本にかかる調整項目

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係る
ものを除く。）の額の合計額

2,640 2,705 676

うち、のれんに係るものの額 - -

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツ
に係るもの以外の額

2,640 2,705 676

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 - - -

適格引当金不足額 - - -

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 - - -

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資
本に算入される額

- - -

前払年金費用の額 - - -

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除
く。）の額

- - -

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段
の額

- - -

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 - - -

特定項目に係る十パーセント基準超過額 - - -

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当する
ものに関連するものの額

- - -
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自己資本の構成に関する事項自己資本の構成に関する事項



うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形
固定資産に関連するものの額

- - -

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に
関連するものの額

- - -

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 - - -

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当する
ものに関連するものの額

- - -

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形
固定資産に関連するものの額

- - -

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に
関連するものの額

- - -

コア資本に係る調整項目の額（ロ） 2,640 2,705

自己資本

自己資本の額（（イ）―（ロ））　　　（ハ） 3,053,050 3,015,304

リスク・アセット等（３）

信用リスク・アセットの額の合計額 24,674,505 22,885,106

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入さ
れる額の合計額

▲ 145,786 ▲ 1,271,532

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サー
ビシング・ライツに係るものを除く）

676

うち、繰延税金資産 -

うち、前払年金費用 -

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー ▲ 842,332 ▲ 1,988,530

うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額
に係るものの額

696,545 716,321

うち、上記以外に該当するものの額 -

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセント
で除して得た額

2,445,042 2,459,183

信用リスク・アセット調整額

オペレーショナル・リスク相当額調整額

リスク・アセット等の額の合計額（ニ） 27,119,547 25,344,289

自己資本比率

自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 11.25% 11.89%

（注）
１． 「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成 18 年金融庁・農水省告示第 2号）にもとづき算出しています。
２． 当ＪＡは、信用リスク・アセット額の算出にあっては標準的手法、適格金融資産担保の適用については信用リスク削減手法の簡便手

法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。
３． 当ＪＡが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。
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 （単位：千円）

信用リスク・アセット

平成 30 年度 令和元年度

エクスポージャー
の期末残高

リスク ・ アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

エクスポージャー
の期末残高

リスク ・ アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

現金 - - - 549,345 - -

我が国の中央政府及び
中央銀行向け

1,915,948 - - 2,238,954 - -

外国の中央政府及び
中央銀行向け

国際決済銀行等向け

我が国の地方公共団体向け 856,600 - - 815,049 - -

外国の中央政府等以外の
公共部門向け

国際開発銀行向け

地方公共団体金融機構向け 99,888 9,988 399 100,046 10,004 400

我が国の政府関係機関向け - - - 200,132 10,004 400

地方三公社向け 518,365 3,673 146 618,122 3,670 146

金融機関及び第一種金融商品取
引業者向け

50,423,149 10,084,630 403,385 48,695,693 9,739,138 389,565

法人等向け 341,974 113,375 4,535 188,448 37,909 1,516

中小企業等向け及び
個人向け

263,952 136,257 5,450 244,299 137,332 5,493

抵当権付住宅ローン 2,023,364 705,978 28,239 2,822,409 986,169 39,446

不動産取得等事業向け 2,173,434 2,165,642 86,625 2,990,049 2,981,056 119,242

三月以上延滞等 101,533 67,753 2,710 103,714 76,878 3,075

取引未決済手形 - - - 8,971 1,794 71

信用保証協会等保証付 5,305,311 526,528 21,061 6,299,088 625,942 25,037

株式会社地域経済活性化支援機
構等による保証付

- - - - - -

共済約款貸付 6,309 - - 1,110 - -

出資等 367,059 367,059 14,682 366,623 366,623 14,664

（うち出資等のエクスポージ
ャー）

- - - 366,623 366,623 14,664

（うち重要な出資のエクスポ
ージャー）

上記以外 - - - 6,505,573 9,843,768 393,750

（うち他の金融機関等の対象
資本等調達手段のうち対象
普通出資等及びその他外部
ＴＬＡＣ関連調達手段に該
当するもの以外のものに係
るエクスポージャー）

（うち農林中央金庫又は農業
協同組合連合会の対象普通
出資等に係るエクスポージ
ャー）

- - - 2,228,279 5,570,699 222,827

（うち特定項目のうち調整項
目に算入されない部分に係
るエクスポージャー）

（うち総株主等の議決権の百
分の十を超える議決権を保
有している他の金融機関等
に係るその他外部ＴＬＡＣ
関連調達手段に関するエク
スポージャー）

（うち総株主等の議決権の百
分の十を超える議決権を保
有していない他の金融機関
等に係るその他外部ＴＬＡ
Ｃ関連調達手段に係る５％
基準額を上回る部分に係る
エクスポージャー）

（うち上記以外のエクスポー
ジャー）

- - - 4,277,293 4,273,068 170,922

－ 96 －

JAつくば市　REPORT

信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳

自己資本の充実度に関する事項自己資本の充実度に関する事項



証券化

（うちＳＴＣ要件適用分）

（うち非ＳＴＣ適用分）

再証券化

リスク・ウェイトのみなし計算
が適用されるエクスポージャー

（うちルックスルー方式）

（うちマンデート方式）

（うち蓋然性方式 250％）

（うち蓋然性方式 400％）

（うちフォールバック方式）

経過措置によりリスク・アセッ
トの額に算入されるものの額

- ▲ 1,271,532 ▲ 50,861 - ▲ 145,786 ▲ 5,831

他の金融機関等の対象資本調達
手段に係るエクスポージャーに
係る経過措置によりリスク・ア
セットの額に算入されなかった
ものの額（△）

標準的手法を適用するエクスポー
ジャー別計

71,199,681 22,885,106 915,404 72,747,630 24,674,505 986,980

ＣＶＡリスク相当額÷８％ - - - - - -

中央清算機関関連エクスポージャ
ー

- - - - - -

合計（信用リスク・アセットの額の
額）

71,199,681 22,885,106 915,404 72,747,630 24,674,505 986,980

オペレーショナル・リスク
に対する所要自己資本の額
<基礎的手法 >

オペレーショナル・リスク相当額を 8％
で除して得た額

a

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

オペレーショナル・リスク相当額を 8％
で除して得た額

a

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

2,459,183 98,367 2,445,042 97,801

所要自己資本額計

リスク・アセット等 (分母）計
a

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

リスク・アセット等 (分母）計
a

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

25,344,289 1,013,771 27,119,547 1,084,781

( 注）
１． 「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャーの種類ごとに記載しています。
２． 「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。
３． 「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一

種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが 150％になったエクスポージャーのことです。
４． 「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。
５． 「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を

第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。
６． 「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるもの」とは、土地再評価差額金に係る経過措置によるリスク・アセットの額および調整項目にかかる経

過措置によりなお従前の例によるものとしてリスク・アセットの額に算入したものが該当します。
７． 「上記以外」には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共部門向け・国際開発銀行向け・取立未済手形・

未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保証またはクレジットデリバティブの免責額が含まれます。
８． 当ＪＡでは、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基礎的手法を採用しています。
＜オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞

（粗利益（正の値の場合に限る）× 15％）の直近 3年間の合計額
÷ 8％

直近 3年間のうち粗利益が正の値であった年
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信用リスクに関する事項信用リスクに関する事項

標準的手法に関する事項標準的手法に関する事項
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信用リスクに関するエクスポージャー（地域別，業種別，残存期間別）及び三月以上延滞エクスポージャーの期末残高信用リスクに関するエクスポージャー（地域別，業種別，残存期間別）及び三月以上延滞エクスポージャーの期末残高

（注）

１．  信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、 資産 （自己資本控除となるもの、 リスク ・ ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー

に該当するもの、 証券化エクスポージャーに該当するものを除く） 並びにオフ ・ バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

２．  「貸出金等」 とは、 貸出金のほか、 コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ ・ バランスシート ・ エクスポージャーを含んでいます。 「コ

ミットメント」 とは、 契約した期間および融資枠の範囲でお客様のご請求に基づき、 金融機関が融資を実行する契約のことをいいます。 「貸出

金等」 にはコミットメントの融資可能残額も含めています。

３．  「店頭デリバティブ」 とは、 スワップ等の金融派生商品のうち相対で行われる取引のものをいいます。

４．  「三月以上延滞エクスポージャー」 とは、 元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞しているエクスポージャーをいいます。

５．  「その他」 には、 ファンドのうち個々の資産の把握が困難な資産や固定資産等が該当します。
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貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

業種別の個別貸倒引当金の期末残高 ・期中増減額及び貸出金償却の額業種別の個別貸倒引当金の期末残高 ・期中増減額及び貸出金償却の額
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信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスク ・ ウエイト１２５０％を適用する残高信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスク ・ ウエイト１２５０％を適用する残高

（注）

１．  信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、 資産 （自己資本控除となるもの、 リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポー

ジャーに該当するもの、 証券化エクスポージャーに該当するものを除く） 並びにオフ ・ バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を

含みます。

２．  ｢ 格付あり ｣ にはエクスポージャーのリスク ・ ウエイト判定において格付を使用しているもの、 ｢ 格付なし ｣ にはエクスポージャーのリスク ・

ウエイト判定において格付を使用していないものを記載しています。 なお、 格付は適格格付機関による依頼格付のみ使用しています。

３．  経過措置によってリスク ・ ウエイトを変更したエクスポージャーについては、 経過措置適用後のリスク ・ ウエイトによって集計しています。

また、 経過措置によってリスク ・ アセットを算入したものについても集計の対象としています。

４．  1250％には、 非同時決済取引に係るもの、 信用リスク削減手法として用いる保証またはクレジット ・ デリバティブの免責額に係るもの、

重要な出資に係るエクスポージャーなどリスク ・ ウエイト 1250％を適用したエクスポージャーがあります。
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信用リスク削減手法に関する事項信用リスク削減手法に関する事項

信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
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派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

証券化エクスポージャーに関する事項証券化エクスポージャーに関する事項

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額
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組合がオリジネーターである場合における信用リスク ・ アセットの算出対象となる組合がオリジネーターである場合における信用リスク ・ アセットの算出対象となる
証券化エクスポージャーに関する事項証券化エクスポージャーに関する事項

組合が投資家である場合における信用リスク ・ アセットの算出対象となる組合が投資家である場合における信用リスク ・ アセットの算出対象となる
証券化エクスポージャーに関する事項証券化エクスポージャーに関する事項
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出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項

出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価

出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益
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貸借対照表で認識され、 損益計算書で認識されない評価損益の額貸借対照表で認識され、 損益計算書で認識されない評価損益の額
（保有目的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等）（保有目的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等）

貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
（子会社 ・関連会社株式の評価損益等）（子会社 ・関連会社株式の評価損益等）
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リスク ・ ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項リスク ・ ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項



　金利リスクとは、 金利変動に伴い損失を被るリスクで、 資産と負債の金利又は期間のミスマッチが存

在する中で金利が変動することにより、 利益が減少ないし損失を被るリスクをいいます。

　当ＪＡでは、 金利リスク量を計算する際の基本的な事項を 「金利リスク量計算要領」 に、 またリスク

情報の管理 ・ 報告にかかる事項を 「余裕金運用等にかかるリスク管理手続」 に定め、 適切なリスク

コントロールに努めています。

　具体的な金利リスク管理方針および手続については以下のとおりです。

◇リスク管理の方針および手続の概要

・ リスク管理および計測の対象とする金利リスクの考え方および範囲に関する説明

　当ＪＡでは、 金利リスクを重要なリスクの一つとして認識し、 適切な管理体制のもとで他の市場リスク

と一体的に管理をしています。 金利リスクのうち銀行勘定の金利リスク (IRRBB) については、 個別の

管理指標の設定やモニタリング体制の整備などにより厳正な管理に努めています。

・ リスク管理およびリスクの削減の方針に関する説明

　当ＪＡは、 リスク管理委員会のもと、 自己資本に対する IRRBB の比率の管理や収支シミュレーション

の分析などを行いリスク削減に努めています。

・ 金利リスク計測の頻度

　毎月末を基準日として、 月次で IRRBB を計測しています。

　◇金利リスクの算定手法の概要

　当ＪＡでは、 市場金利が上下に１％変動した時に発生する経済価値の変化額 （低下額） を金利リ

スク量として毎月算出しています。

　 ・ 流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期

　　 　要求払貯金の金利リスク量は、 明確な金利改定間隔がなく、 貯金者の要求によって随時払い

出される要求払貯金のうち、 引き出されることなく長期間金融機関に滞留する貯金をコア貯金と定

義し、 ①過去 5 年の最低残高、 ②過去 5 年の最大年間流出量を現残高から差し引いた残高、

③現残高の 50％相当額のうち、 最小の額を上限とし、 0 ～ 5 年の期間に均等に振り分けて （平

均残存 2.5 年） リスク量を算定しています。

　　 　流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期は 1.25 年です。

　 ・ 流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期

　　 　流動性に割り当てられた最長の金利改定満期は 5 年です。

　 ・ 流動性貯金への満期の割り当て方法 ( コア貯金モデル等 ) およびその前提

　　 　流動性貯金への満期の割り当て方法については、 金融庁が定める保守的な

　　前提を採用しています。

　 ・ 固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約に関する前提

　　 　固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約について考慮していません。

　 ・ 複数の通貨の集計方法およびその前提

　　 　通貨別に算出した金利リスクの正値を合算しています。 通貨間の相関等は考慮していません。

　 ・  スプレッドに関する前提 ( 計算にあたって割引金利やキャッシュ ・ フローに含めるかどうか )

　　一定の前提を置いたスプレッドを考慮してキャッシュ ・ フローを展開しています。

　　なお、 当該スプレッドは金利変動ショックの設定上は不変としています。

　 ・  内部モデルの使用等、 ⊿ＥＶＥおよび⊿ＮＩＩに重大な影響を及ぼすその他の前提、 前事業年度

末の開示からの変動に関する説明
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金利リスクの算定手法の概要金利リスクの算定手法の概要

金利リスクに関する事項金利リスクに関する事項
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連結情報編
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グループの概況グループの概況

グループの事業系統図グループの事業系統図

子会社等の状況子会社等の状況

連結事業概況 （令和元年度）連結事業概況 （令和元年度）
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連結貸借対照表連結貸借対照表
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連結損益計算書連結損益計算書
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連結キャッシュ ・ フロー計算書連結キャッシュ ・ フロー計算書
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連結剰余金計算書連結剰余金計算書

連結事業年度のリスク管理債権の状況連結事業年度のリスク管理債権の状況

連結事業年度の事業別経常収益等連結事業年度の事業別経常収益等
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連結自己資本の充実の状況連結自己資本の充実の状況
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 （単位：千円）

項　　　　　　目 当期末 前期末 経過措置による
不算入額

コア資本にかかる基礎項目

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本
の額

2,887,539 2,823,418

うち、出資金及び資本剰余金の額 1,551,295 1,527,553

うち、再評価積立金の額 - -

うち、利益剰余金の額 1,365,716 1,320,063

うち、外部流出予定額（△） 15,214 15,034

うち、上記以外に該当するものの額 ▲ 14,258 ▲ 9,164

コア資本に算入される評価・換算差額等 - -

うち、退職給付に係るものの額 - -

コア資本に係る調整後非支配株主持分の額 4,563 5,486

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額 13,473 8,800

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額 13,473 8,800

うち、適格引当金コア資本算入額 - -

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目
の額に含まれる額

- -

うち、回転出資金の額 - -

うち、上記以外に該当するものの額 - -

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行され
た資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額
に含まれる額

- -

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パー
セントに相当する額のうち、コア資本に係る基礎項目の額
に含まれる額

156,723 193,407

非支配株主持分のうち、経過措置によりコア資本に係る基
礎項目の額に含まれる額

- -

コア資本にかかる基礎項目の額（イ） 3,062,298 3,031,111

コア資本にかかる調整項目

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係る
ものを除く。）の額の合計額

2,640 2,705 676

うち、のれんに係るもの（のれん相当差額を含む）の
額

- - -

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツ
に係るもの以外の額

2,640 2,705 676

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 - - -

適格引当金不足額

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 - - -

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資
本に算入される額

- - -

退職給付に係る資産の額 - - -
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自己資本の構成に関する事項自己資本の構成に関する事項



自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除
く。）の額

- - -

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段
の額

- - -

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 - - -

特定項目に係る十パーセント基準超過額 - - -

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当する
ものに関連するものの額

- - -

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形
固定資産に関連するものの額

- - -

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に
関連するものの額

- - -

特定項目に係る十五パーセント基準超過額 - - -

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当する
ものに関連するものの額

- - -

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形
固定資産に関連するものの額

- - -

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に
関連するものの額

- - -

コア資本に係る調整項目の額（ロ） 2,640 2,705

自己資本

自己資本の額（（イ）―（ロ））（ハ） 3,059,657 3,028,405

リスク・アセット等

信用リスク・アセットの額の合計額 24,656,209 22,883,370

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入さ
れる額の合計額

▲ 145,787 ▲ 1,271,533

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サー
ビシング・ライツに係るものを除く）

- 676

うち、繰延税金資産 - -

うち、退職給付に係る資産 - -

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー ▲ 842,332 ▲ 1,988,530

うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額
に係るものの額

696,545 716,321

うち、上記以外に該当するものの額 - -

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を八パーセント
で除して得た額

2,398,381 2,422,272

信用リスク・アセット調整額　　　　　　　　　 - -

オペレーショナル・リスク相当額調整額 - -

リスク・アセット等の額の合計額（ニ） 27,054,590 25,305,642

連結自己資本比率

連結自己資本比率（（ハ）／（ニ）） 11.31% 11.97%

（注）
１． 「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成 18 年金融庁・農水省告示第２号）に基づき算出しています。
２． 当連結グループは、信用リスク・アセット額の算出にあっては標準的手法、適格金融資産担保の適用については信用リスク削減手法

の簡便手法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。
３． 当連結グループが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。
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 （単位：千円）

信用リスク・アセット

平成 30 年度 令和元年度

エクスポージャー
の期末残高

リスク ・アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

エクスポージャー
の期末残高

リスク ・ アセット額
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

現金 - - - 549,345 - -

我が国の中央政府及び
中央銀行向け

1,915,949 - - 2,238,955 - -

外国の中央政府及び
中央銀行向け

国際決済銀行等向け

我が国の地方公共団体向け 856,600 - - 815,049 - -

外国の中央政府等以外の公共部
門向け

国際開発銀行向け

地方公共団体金融機構向け 99,888 9,989 400 100,046 10,005 400

我が国の政府関係機関向け - - - 200,132 10,004 400

地方三公社向け 518,366 3,673 147 618,123 3,670 147

金融機関及び第一種金融商品取
引業者向け

50,435,315 10,087,063 403,483 48,710,919 9,742,184 389,687

法人等向け 341,974 113,376 4,535 188,448 37,910 1,516

中小企業等向け及び
個人向け

263,952 136,258 5,450 244,299 137,332 5,493

抵当権付住宅ローン 2,023,364 705,979 28,239 2,822,410 986,170 39,447

不動産取得等事業向け 2,173,434 2,165,643 86,626 2,990,049 2,981,056 119,242

三月以上延滞等 101,533 67,754 2,710 103,715 76,878 3,075

取立未済手形 - - - 8,971 1,794 72

信用保証協会等保証付 5,305,311 526,529 21,061 6,299,089 625,942 25,038

株式会社地域経済活性化支援機
構等による保証付

- - - - - -

共済約款貸付 6,309 - - 1,110 - -

出資等 346,109 346,109 13,844 345,673 345,673 13,827

（うち出資等のエクスポージ
ャー）

 -  -  - 345,673 345,673 13,827

（うち重要な出資のエクスポ
ージャー）

上記以外 4,380,688 3,895,264 155,811 6,505,182 9,843,377 393,735

（うち他の金融機関等の対象
資本等調達手段のうち対象
普通出資等及びその他外部
ＴＬＡＣ関連調達手段に該
当するもの以外のものに係
るエクスポージャー）

（うち農林中央金庫又は農業
協同組合連合会の対象普通
出資等に係るエクスポージ
ャー）

 -  -  - 2,228,279 5,570,699 222,827

（うち特定項目のうち調整項
目に算入されない部分に係
るエクスポージャー）

（うち総株主等の議決権の百
分の十を超える議決権を保
有している他の金融機関等
に係るその他外部ＴＬＡＣ
関連調達手段に関するエク
スポージャー）

（うち総株主等の議決権の百
分の十を超える議決権を保
有していない他の金融機関
等に係るその他外部ＴＬＡ
Ｃ関連調達手段に係る５％
基準額を上回る部分に係る
エクスポージャー）

（うち上記以外のエクスポー
ジャー）

 -  -  - 4,276,903 4,272,678 170,908
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信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳
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証券化

（うちＳＴＣ要件適用分）

（うち非ＳＴＣ適用分）

再証券化

リスク・ウェイトのみなし計算
が適用されるエクスポージャー

（うちルックスルー方式）

（うちマンデート方式）

（うち蓋然性方式 250％）

（うち蓋然性方式 400％）

（うちフォールバック方式）

経過措置によりリスク・アセッ
トの額に算入となるものの額

- ▲ 1,271,533 ▲ 50,861 - ▲ 145,787 ▲ 5,831

他の金融機関等の対象資本調達
手段に係るエクスポージャーに
係る経過措置によりリスク・ア
セットの額に算入されなかった
ものの額（△）

標準的手法を適用するエクスポー
ジャー別計

71,207,700 22,883,370 915,335 72,741,515 24,656,209 986,248

ＣＶＡリスク相当額÷８％ - - - - - -

中央清算機関関連エクスポージャ
ー

- - - - - -

合計 (信用リスク・アセットの額 ) 71,207,700 22,883,370 915,335 72,741,515 24,656,209 986,248

オペレーショナル・リスク
に対する所要自己資本の額

<基礎的手法 >

オペレーショナル・リスク相当額を
8％で除して得た額

ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

オペレーショナル・リスク相当額を
8％で除して得た額

ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

2,422,272 96,891 2,398,381 95,935

所要自己資本額

リスク・アセット等 (分母）計
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

リスク・アセット等 (分母）計
ａ

所要自己資本額
ｂ＝ａ×４％

25,305,642 1,012,226 27,054,590 1,082,184

１． 「リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポージャーの種類ごとに記載しています。
２． 「エクスポージャー」とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む）のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。
３． 「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一

種金融商品取引業者向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウエイトが 150％になったエクスポージャーのことです。
４． 「出資等」とは、出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。
５． 「証券化（証券化エクスポージャー）」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を

第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。
６． 「経過措置によりリスク・アセットの額に算入となるもの」とは、土地再評価差額金に係る経過措置によるリスク・アセットの額および調整項目にかかる経

過措置によりなお従前の例によるものとしてリスク・アセットの額に算入したものが該当します。
７． 「上記以外」には、未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリバティブの

免責額が含まれます。
８． 当連結グループでは、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基礎的手法を採用しています。
　　＜オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法（基礎的手法）＞

（粗利益（正の値の場合に限る）× 15％）の直近 3 年間の合計額
÷８％

直近 3 年間のうち粗利益が正の値であった年数
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リスク管理の方法及び手続の概要リスク管理の方法及び手続の概要

標準的手法に関する事項標準的手法に関する事項

信用リスクに関する事項信用リスクに関する事項
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信用リスクに関するエクスポージャー（地域別，業種別，残存期間別）及び三月以上延滞エクスポージャーの期末残高信用リスクに関するエクスポージャー（地域別，業種別，残存期間別）及び三月以上延滞エクスポージャーの期末残高

（注）

１． 信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイト

のみなし計算が適用されるエクスポージャーに該当するもの、証券化エクスポージャーに該当するもの

を除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

２． 「貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシー

ト・エクスポージャーを含んでいます。「コミットメント」とは、契約した期間および融資枠の範囲で

お客様のご請求に基づき、金融機関が融資を実行する契約のことをいいます。「貸出金等」にはコミッ

トメントの融資可能残額も含めています。

３． 「店頭デリバティブ」とは、スワップ等の金融派生商品のうち相対で行われる取引のものをいいます。

４． 「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞

しているエクスポージャーをいいます。

５． 「その他」には、ファンドのうち個々の資産の把握が困難な資産や固定資産等が該当します。
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貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

業種別の個別貸倒引当金の期末残高 ・期中増減額及び貸出金償却の額業種別の個別貸倒引当金の期末残高 ・期中増減額及び貸出金償却の額
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信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスクウエイト１２５０％を適用する残高信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスクウエイト１２５０％を適用する残高
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信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

信用リスク削減手法に関する事項信用リスク削減手法に関する事項
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派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

証券化エクスポージャーに関する事項証券化エクスポージャーに関する事項

オペレーショナル ・ リスクに関する事項オペレーショナル ・ リスクに関する事項

オペレーショナル ・ リスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要オペレーショナル ・ リスクに関するリスク管理の方針及び手続の概要

連結グループがオリジネーターである場合における信用リスク ・ アセット連結グループがオリジネーターである場合における信用リスク ・ アセット
の算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項の算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項

連結グループが投資家である場合における信用リスク ・ アセットの算出連結グループが投資家である場合における信用リスク ・ アセットの算出
対象となる証券化エクスポージャーに関する事項対象となる証券化エクスポージャーに関する事項



②リスク・ウェイト区分ごとの残高及び所要自己資本の額

平成３０年度 （単位：百万円）

証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー

リスク・ウェイト区分 残高
所要自己
資本額

リスク・ウェイト区分 残高
所要自己
資本額

オ
ン
バ
ラ
ン
ス

0～ 15％未満

オ
ン
バ
ラ
ン
ス

0～ 100％未満

15 ～ 50％未満 100 ～ 250％未満

50 ～ 100％未満 250 ～ 400％未満

100 ～ 250％未満 400 ～ 1250％未満

250 ～ 400％未満 1250%

400 ～ 1250％未満

1250%

合計 合計

オ
フ
バ
ラ
ン
ス

0～ 15％未満

オ
フ
バ
ラ
ン
ス

0～ 100％未満

15 ～ 50％未満 100 ～ 250％未満

50 ～ 100％未満 250 ～ 400％未満

100 ～ 250％未満 400 ～ 1250％未満

250 ～ 400％未満 1250%

400 ～ 1250％未満

1250%

合計 合計

令和元年度 （単位：百万円）

証券化エクスポージャー 再証券化エクスポージャー

リスク・ウェイト区分 残高
所要自己
資本額

リスク・ウェイト区分 残高
所要自己
資本額

オ
ン
バ
ラ
ン
ス

0～ 15％未満

オ
ン
バ
ラ
ン
ス

0～ 100％未満

15 ～ 50％未満 100 ～ 250％未満

50 ～ 100％未満 250 ～ 400％未満

100 ～ 250％未満 400 ～ 1250％未満

250 ～ 400％未満 1250%

400 ～ 1250％未満

1250%

合計 合計

オ
フ
バ
ラ
ン
ス

0～ 15％未満

オ
フ
バ
ラ
ン
ス

0～ 100％未満

15 ～ 50％未満 100 ～ 250％未満

50 ～ 100％未満 250 ～ 400％未満

100 ～ 250％未満 400 ～ 1250％未満

250 ～ 400％未満 1250%

400 ～ 1250％未満

1250%

合計 合計

（注）１． 証券化エクスポージャーは再証券化エクスポージャーを除いて記載し、証券化エク

スポージャーと再証券化エクスポージャーを区別して記載しています。

　 　２． リスク・ウェイト 1250％には、ファンドのうち裏付資産が把握できない額を含んで

います。
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③ 自己資本比率告示第 224 条並びに第 224 条の４第１項第１号および第２号の規定によりリ

スク・ウェイト 1250％を適用した証券化エクスポージャーの額

 （単位：百万円）

平成３０年度 令和元年度

クレジットカード与信

住宅ローン

自動車ローン

その他

合　計

（注）１． 自己資本告示第224条並びに第224条の４第１項第１号および第２号の規定に基づき、

証券化取引のデュー・ディリジェンス等の要件を満たさなかったもの、格付により

リスク・ウェイト 1250％を適用したものおよび信用保管機能を持つ I/O ストリップ

スによりリスク・ウェイト 1250％を適用した証券化エクスポージャーを記載してい

ます。

　 　２． 「その他」には、ファンドのうち裏付資産が把握できない額を含んでいます。

④ 保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用の有無及び保証人

に適用されるリスク・ウェイトの区分ごとの内訳

信用リスク削減手法の有無 有

 （単位：百万円）

リスク・ウェイト区分 平成３０年度 令和元年度

リスク・ウェイト 0％

リスク・ウェイト 10％

リスク・ウェイト 20％

リスク・ウェイト 50％

リスク・ウェイト 100％

リスク・ウェイト 150％

合計
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出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項

出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要

出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価

出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益

連結貸借対照表で認識され、 連結損益計算書で認識されない評価損益の額連結貸借対照表で認識され、 連結損益計算書で認識されない評価損益の額
（保有目的区分をその他有価証券としている株式 ・出資の評価損益等）（保有目的区分をその他有価証券としている株式 ・出資の評価損益等）

連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評価損益の額連結貸借対照表及び連結損益計算書で認識されない評価損益の額
（子会社 ・関連会社株式の評価損益等）（子会社 ・関連会社株式の評価損益等）



－ 167 －

JAつくば市　REPORT

リスク ・ ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項リスク ・ ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
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金利リスクに関する事項金利リスクに関する事項

金利リスクの算定手法の概要金利リスクの算定手法の概要

金利リスクに関する事項金利リスクに関する事項

　連結グループの金利リスクの算定手法は、ＪＡの金利リスクの算定手法に準じた方法

により行っています。ＪＡの金利リスクの算定手法は、単体の開示内容（ｐ．１１０）

をご参照ください。




